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別添資料１ 「２００４年度卒業生アンケート調査」より 

 
● 教養教育に関わる要望 
教養教育に関する要望としては、「アカデミック・スキル（情報機器操作・ディスカッションのスキルを

含む）」、「体験を含む実践的な授業」、「外国語関連」のほか、「教採・就職対策」や「概論などの基

礎的な科目」、「社会人としての教養と常識を身につけるための科目」などが挙げられていました。 

 

○  教養教育に関わる科目の開設と充実 

本学は平成１８年４月より各課程の大規模な編成を予定しております。この再編では本学の教育理念を明

確にし、その理念を実現するための新らたなカリキュラム設計を行いました。 

この新しいカリキュラム改革の柱の１つが教養教育の拡充と教養教育の履修基準の全学的な統一化です。 

このなかでは教養科目をいくつかのカテゴリーに区分しました。 

例えばコミニュ－ケーション科目群や大学入門科目群（アカデミック・スキル、アカデミック・リテラシ

ー）のほか、現代を読み解く科目群も新設されました。 

上に要望として挙げられた科目の多くが、来年度からはこれらの科目群のなかで開設されることになりま

す。現在各校の先生方へは、これらの科目群の開設と授業内容の検討をお願いしております。これにより

皆さんの要望に応えることが可能になると考えております。 

またこれらの科目群のなかには全学の教員が協力し、双方向遠隔授業システムを活用し、全学が連携して

開設する科目も含まれております。 

 
 
別添資料２ 「教育実践フィールド科目」の授業科目一覧 

 
１ 教育実習 
 
 教育実習は従来の主免実習（３年）、副免実習

（４年）に加えて、１～２年次において、全学的

に「基礎実習」を必修とするほか、４年次におけ

る採用直前教育実習（学校実務体験実習）、及び

「へき地校体験実習」を札幌、旭川、釧路の３キ

ャンパスで履修可能としました。 
 
 
２ 教育フィールド研究 
 
 教育フィールド研究は教育現場や地域・社会での実習や、学校支援

ボランティア等を体験させることで、教育相談やカウンセリングの基

礎的な能力を含む実践的能力を獲得させることを目的とし、単にフィ

ールドに出るという意味に留まらず、子どもとの触れ合いをはじめ、教育実践指導力の向上に直結する活

動を通じて、子ども理解、学級運営、学習指導、地域連携などの力を培う、教員になるための総合的な資

質・能力を育成するものであります。 
 
３ 教育実践論 
 
教育実践論は、多様でかつ深化した子ども理解を目的とする社会的活動

や経験を可能とするための「教育フィールド研究」との関連をもち、学生

自身の活動や経験を理論化するための科目であります。 
 これらの科目は同時に、教育実習と連動するものとして位置付けられ、体験的な活動を通じて得た課題

や問題意識をもとに、質の高い教育実習への主体的な取り組みを可能とすることを目指します。 
 

科目区分 科 目 名 単位数 
基 礎 実 習 基 礎 実 習 １ 
主 免 実 習 教育実習（小・中） ５ ６ 

教育実習（中・小） ２ 副 免 実 習 
教育実習（幼稚園） ２ 

障害児教育実習 障害児教育実習 ３ 
採用直前教育実習 採用直前教育実習 １ 

へき地校体験実習Ⅰ ２ へき地校体験実習

へき地校体験実習Ⅱ ２ 

０～２

科目名 単位数 
教育フィールド研究Ⅰ ２ 
教育フィールド研究Ⅱ ２ 
教育フィールド研究Ⅲ ２ 
教育フィールド研究Ⅳ ２ 

４～６

科目区分 単位数 
教育実践論 各２ ２～４
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○ 教員養成課程を置く札幌校、旭川校、釧路校における教育実践論の科目名 
 
＜札幌校＞  ＜旭川校＞  ＜釧路校＞ 
野外教育論  自然学習論  自然体験教育 
ボランティア論  生涯学習概論  環境教育 
体験学習論  国際理解論  特別支援実践論 
総合学習実践論  総合学習論  総合的な学習論 
へき地教育指導法      へき地教育指導論      道東の教育 
養護実践       学級経営論 
   いじめ・不登校の研究Ⅰ 
   いじめ・不登校の研究Ⅱ 
 
 
別添資料３ 教職スーパーバイザーの身分一覧（平成２０年３月現在） 

 
○元公立学校教員・元附属函館幼稚園副園長、現附属函館幼稚園学校評議員 
○元公立学校教員および指導主事等・元函館市立深堀小学校校長 
○元公立学校教員・元旭川市中学校町会会長、現附属旭川中学校学校評議員 
○元公立学校教員 
○元公立学校教員・元上川学校体育研究会副会長・元上川管内特殊学級設置学校長協会長 
○元公立学校教員・元附属釧路小学校副校長 
○釧路市立日新小学校校長 
○元公立小学校教員 
○元公立中学校教員・元空知校長会副会長 
○元公立中学校教員 
○元公立学校教員・元北海道中学校長会理事長、法務局人権擁護委員 
○元公立学校教員 
 
 
別添資料４ 「フィールド科目においてスーパーバイザーが支援した学生の変容－教育実践フィールド科目

ハンドブックを利用して」より 

＜目的＞ 

 （……）教職スーパーバイザーが支援する学生がハンドブックを使用することによりどのように変容し

たかということを学生が回答したアンケートにより分析して効果を検証することを本報告の目的とする。 

＜方法＞ 

１．対象 

 本学３年目の小学校実習生１２０名でアンケートを提出した有効回答数は９６名である。 

２．実習期間 

平成１８年８月～９月である。 

３．指導について 

 （……）フィールドハンドブックは教育実習の直前に配布された。また、スーパーバイザーが実習期間

中に実習校を訪問し、各校毎に学生にチェックリストの活用法について説明した。（……） 

４．アンケートについて 

 学生には、実習中に教職スーパーバイザーが実習校を訪問しハンドブックについて指導した時にアンケ

ート記入用紙を配布し、教育実習終了後に大学事務へ提出させた。 
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別添資料５ 学生が記入したチェックリストの例 
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別添資料６ へき地教育関係の授業一覧 

 

へき地教育関係科目 開設状況及び受講人数     

平成１８年度       

年度 学期名称 キャンパス名称 科目名称 単位数 授業区分 教員名 受講人数 

2006 前期 札幌キャンパス へき地教育論 2 集中講義 玉井 康之 212

2006 前期 札幌キャンパス へき地教育実習Ⅰ 2 実習 修学支援G 札幌 4

計 216

2006 前期 函館キャンパス へき地教育論 2 集中講義 玉井 康之 3

計 3

2006 前期 旭川キャンパス へき地教育論Ⅰ 2 週間授業 幸村 敏晴 141

2006 前期 旭川キャンパス へき地教育実習 2 実習 学務 G 岩見沢 4

2006 後期 旭川キャンパス へき地教育論Ⅱ 2 週間授業 幸村 敏晴 108

計 253

2006 前期 釧路キャンパス へき地教育論 2 週間授業 玉井 康之 212

2006 後期 釧路キャンパス へき地校実習Ⅰ 2 実習 高嶋 幸男 15

2006 後期 釧路キャンパス へき地校実習ⅠB 2 実習 高嶋 幸男 15

計 242

2006 前期 岩見沢キャンパス へき地教育実習 2 実習 学務 G 岩見沢 55

計 55

合 計 769

平成１９年度       

年度 学期名称 キャンパス名称 科目名称 単位数 授業区分 教員名 受講人数 

2007 前期 札幌キャンパス へき地教育論 2 集中講義 玉井 康之 214

2007 前期 札幌キャンパス へき地体験実習Ⅰ 2 実習 修学支援G 札幌 25

2007 前期 札幌キャンパス へき地教育実習Ⅱ 2 実習 修学支援G 札幌 1

2007 後期 札幌キャンパス へき地教育指導法 2 集中講義 川前 あゆみ 112

計 352

2007 前期 函館キャンパス へき地･複式教育論 2 週間授業 山﨑 健美 20

計 20

2007 前期 旭川キャンパス へき地教育論Ⅰ 2 週間授業 幸村 敏晴 223

2007 前期 旭川キャンパス へき地校体験実習Ⅰ 2 実習 菅野 道雄 18

2007 前期 旭川キャンパス へき地教育指導論 2 週間授業 桝本 俊紘 89

2007 後期 旭川キャンパス へき地教育論Ⅱ 2 週間授業 幸村 敏晴 104

2007 後期 旭川キャンパス へき地校体験実習Ⅰ 2 実習 菅野 道雄 18

計 452

2007 前期 釧路キャンパス へき地教育論 2 週間授業 川前 あゆみ 230

2007 前期 釧路キャンパス へき地教育観察実習 A 2 週間授業 講師未定 釧路 46

2007 後期 釧路キャンパス へき地学校教育論 2 実習 川前 あゆみ 7

2007 後期 釧路キャンパス へき地校実習Ⅰ 1 実習 高嶋 幸男 32

2007 後期 釧路キャンパス へき地校実習ⅡB 1 実習 高嶋 幸男 3

2007 後期 釧路キャンパス へき地教育観察実習 B 2 実習 講師未定 釧路 33

計 351

 合 計 1175
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別添資料７ 特色ＧＰ「へき地・小規模校教育実践プログラムの開発～地域と未来を拓く教師教育～」 

 
期間：平成１７年度から平成２０年度まで。 

【プロジェクトの概要】 

本プログラムは、本学が掲げる「へき地・小規模校教育の理解を深め、実践現場を体験させることで、地

域に生きる教員としての意識を形成する」とする中期計画の具体化をめざすものである。このため北海道

の学校数の５５％を占めるへき地・小規模校における実践的な教育指導が展開できる教員の養成を企図し

て、地域と連携し地域を生かす力量を持つ教師教育を発展させている。本プログラムの実現に向け、平成

１６年４月には、教育研究評議会及び教育研究委員会で教育の質の向上を図る重要な取組とすることを決

定し、全学組織として北海道教育大学へき地教育プロジェクト委員会を設置した。 この取組の重点は、次
の５つの活動よりなる。 
第一 へき地・小規模校教育の実践を体験的に学習するため、へき地・小規模校教育実習を全道的に拡

充すること。 
第二 へき地・小規模校教育の優位性や課題を理論的・系統的に学ぶ講義を全学的に開設すること。 
第三 へき地の自治体や教育委員会をはじめ、地域との連携を強化するため、大学と各地方自治体との

間で協定を締結し、大学と地域の総合的な協力関係を構築すること。 
 第四 へき地・小規模校教育に関するワークショップを開催し、学生教育や教員研修を効果的なものに

すること。 
 第五 他大学、都府県教育研究機関及び海外の大学や教育機関とも連携し、取組の成果を全国的かつ国

際的に普及していくこと。 
（本学ＨＰより） 
 
 
別添資料８ 特色ＧＰフォーラム「へき地教育と教師教育」に関して 

 

平成１９年１２月１日（土）、札幌市内のホテルで開催。大学教職員、へき地校関係者、学生等７０名が

参加。 

<趣旨> 

 本学では、平成１７年度から、文部科学省の特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）に選定され

た「へき地・小規模校教育実践プログラムの開発－地域 と未来を開く教師教育－」事業に取り組んでいる。

今回のフォーラムは、本学をはじめ、へき地教育を地域課題とする琉球・鹿児島・長崎・和歌山の五つの

大学が一堂に会して、また、北海道のへき地校からの提言をふまえて、教師教育の在り方とその教育効果

の交流と検証を図ることを目的として開催された。 

<当日の進行> 

第Ｉ部：琉球大学、鹿児島大学、長崎大学、和歌山大学から、各大学におけるへき地教育の取組等につい

ての報告が行われた。 

第 II 部：本学との国際交流で来日されたザンビア国立大学の H.J.ムサンゴ教授から同国における複式学級

の教育改善についての報告があり、続いて本学におけるへき地教育の取組について釧路校、旭川校、から

の報告、そして幕別町立途別小学校狩野信也校長、士別市立中士別小学校宮下敏校長から、北海道のへき

地校からの提言があった。 

 第 III 部では、第Ｉ部、第 II 部の報告・提言をふまえて、テーマである「へき地教育と教師教育」につ

いて予定時間を超過するほどの活発な意見交換が行われた。 

<成果> 

 今回のフォーラムでは、へき地校での教育実習のあり方、附属学校における複式学級の問題点、大学と

実践現場の連携のあり方など多岐にわたる課題が明らかになった。今後、へき地教育の実践的カリキュラ

ムの構築など共通課題を通して、本学および４大学の研究交流をいっそう深めていく確認ができたことは

大きな成果である。 

（「学報」No. 499 より抜粋） 
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別添資料９ 本学の環境に関する取組 
 
本学では、環境学習・教育の充実等に関し、様々な事業を展開するとともに、学内の環境保全推進本部、

現代ＧＰ（釧路校）と連携し、環境学習・教育の場にふさわしい学内環境の整備、カリキュラムの充実、

地域との連携等を推進しています。また、環境に対する取組をまとめた「環境報告書２００６」を刊行し

ています。 
 
環境に関する事業等 開催日程 開催場所 問い合わせ先 

子どもの教育、戦争と平和を考える 
平成 19 年 10 月 17 日

（水） 
釧路校 

釧路校 

田丸 典彦 

平成１９年度北海道教育大学生涯学習研究

大会 

平成 19 年 10 月 26 日

（金） 
旭川校 

生涯学習教育研究センター 

氷見山 幸夫 

環境地図教育フェア２００７ 
平成 19 年 10 月 27 日

（土）～28 日（日） 

旭川市科学館「サイ

パル」 

生涯学習教育研究センター 

氷見山 幸夫 

環境教育講演会「シベリアの自然と民族音

楽」 
平成19年11月7日（水）釧路校 

釧路校 

神田 房行 

海外体験報告会 「教育大生が見たアフリ

カ、ナミビアの人と自然 」 

平成 19 年 11 月 14 日

（水） 

釧路校 

２０１教室 

釧路校 

生方 秀紀 

サイエンスカフェ in サイパル「地理から

地球環境を考える」 

平成 19 年 11 月 29 日

（木） 

旭川市科学館「サイ

パル」 

生涯学習教育研究センター 

氷見山 幸夫 

森に行きえるアマゾン先住からの伝言－成

人式、森の知恵、共に生きることを学ぶ－ 
平成20年1月10日（木）釧路校 

釧路校 

田丸 典彦 

地域教育開発専攻 

岩見沢校「一日大学」で学ぶ 

北海道洞爺湖サミットを前にした道内の交

通環境対策の現状と課題  

平成20年1月11日（金）岩見沢校 
札幌校 

武田 泉 

サイエンスカフェ in サイパル 「IYPE（国

際惑星地球年）と地球環境」 

 

平成20年1月24日(木)

18:00～20:30 

旭川市科学館 サイ

パル 

生涯学習教育研究センター 

氷見山 幸夫 

IYPE への日本の取り組み（佃 栄

吉） 

IYPE と地球環境問題（氷見山幸夫）

ザビット一家、家をたてる－家族のありよ

うを考える－ 
平成20年2月14日（水）釧路校 

釧路校 

田丸 典彦 

シンポジウム「持続可能な社会への環境教

育」 
平成20年2月16日（土）釧路校 

北海道教育大学現代ＧＰプロジェ

クト 

シンポジウム「自然環境と地域生活が共に

持続する社会への環境教育」  
平成 20 年 7月中旬 釧路市内（予定） 

北海道教育大学現代ＧＰプロジェ

クト 

環境教育実践パネル展  
平成 20 年 7月中旬 

（予定） 

各附属学校 

（研究大会の日程に

開催） 

市内小中学校（予定）

  

渡島大沼湖上環境保全高校生サミット 
平成 20 年 7月 1日～2

日 

・大沼国定公園 

・ネイパル森 

・大沼国際セミナー

ハウス 

函館校 

田中 邦明 

北海道教育大学合同演奏会 

グリーンコンサート～2008 年 G8 北海道洞

爺湖サミット記念～  

平成 20 年 6月 8日 
岩見沢市民会館「ま

なみーる」大ホール

岩見沢校 

阿部 博光 

グローカル環境教育国際会議 
平成 20 年 7月 5日～6

日 
札幌校 

生涯学習教育研究センター 

氷見山 幸夫 

グローカル環境地図作品コンテスト 
平成 20 年 6月 28 日～

29 日 
旭川市内 

生涯学習教育研究センター 

氷見山 幸夫 

（本学ＨＰより） 
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別添資料１０ 現行大学院の教育内容について（第６回現行大学院ＷＧ〔検討資料〕） 
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別添資料１１ 中学校美術科教育研究Ⅲ（旭川校）の総括 
 
「造形作品を媒介とした対話プロセス」導入による授業評価力の向上 

 

1.  学部教科教育法科目「中学校美術科教育研究Ⅲ」の目的 

(1)中学校美術科指導案の作成を通して、授業作りの基礎的考え方を理解する。 

(2)作成した指導案に基づきマイクロティーチング(MT)を演示することができる。 

(3)演示を通して、授業実施に必要な、準備、導入、展開、まとめ、評価の基礎を理解することができる。 

 

2. TA の目標 

・学部学生を対象とした MT の補助を行い、一般的授業実施能力の向上を図る。 

・美術科授業作りの枠組みを「造形作品を媒介とした対話プロセス」とし、このプロセスを理解する。 

 

3. 内容 

・TA：１８年度大学院１年生１名、１９年度大学院１年生１名 

・対象：１８年度学部３年生１２名、１９年度学部３年生１０名 

・１０回の MT 補助を行い、その中で評価を行った。 

 

4. 結果として TA は、「造形作品を媒介とした対話プロセス」を理解し、評価能力を向上させた。 

・MT 担当学生による目標の理解促進が評価できる 

・MT 担当学生による目標の個別促進が評価できる 

・MT 担当学生による造形的解決促進が評価できる 

・４回目以降に「造形作品を媒介とした対話プロセス」を導入 

 

5. 研究方法 

・ AT の評価と MT 受講生の自己評価との一致の割合を比較 

 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

理解促進 20 10 10 30 30 60 70 65 70 80

個別化促進 10 10 10 20 20 50 50 40 60 50

造形的解決促進 30 30 40 40 50 50 70 80 80 80
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別添資料１２ 「入学試験アンケート」に関して 

 

〔対象〕各年度の学部入学者 

〔回収率〕平成１８年度６９％、平成１９年度７７％ 

〔志望理由についての質問項目〕 

Ｑ３ あなたが北海道教育大学を志望した理由は次のうちどれですか。（複数回答可） 

① 自分の勉強したい課程、専攻等があったから 
② 指導を受けたい教員がいたから 
③ 授業内容に関心（興味）があったから 
④ キャンパスの施設がよいから 
⑤ 大学周辺の環境がよいから 
⑥ 国立大学だから 
⑦ 授業料が安いから 
⑧ 教師になりたいから 
⑨ 教員免許が欲しいから 
⑩ 留学制度があるから 
⑪ 自宅から通学が可能だから 
⑫ 課外活動に興味があるから 
⑬ センター試験の結果合格すると思ったから 
⑭ 個別学力検査の科目が得意だったから 
⑮ 北海道にある大学だから 
⑯ 就職が良いから 
⑰ 両親、兄弟、先生に勧められたから 
⑱ 受験地が選択できたから 
⑲ 第二志望まで選択できたから 
⑳ その他（          ） 
〔数値例〕（平成１８年度） 

設問 札幌校 函館校 旭川校 釧路校 岩見沢校 合計 

① 63．5％ 73．1％ 74．6％ 62．8％ 83．7％ 70．7％ 

⑧ 48．4％ 22．6％ 63．2％ 86．0％ 24．9％ 48．3％ 

⑨ 33．3％ 25．5％ 48．2％ 57．5％ 24．9％ 37．2％ 

 

〔「入学試験アンケートのとりまとめ」より〕 

平成１８年度 Ｑ３ 志望した理由 

・教員養成課程は当然のことながら、「教師になりたいから」「教員免許が欲しいから」が多い。ただ、札

幌校については「勉強したい課程・専攻がある」の割合も高い。 

・函館・岩見沢校では、「勉強したい課程・専攻がある」の割合が高く、「授業内容」に対する関心もいく

らかは見られる。 

・今回の入試から新に取り入れた制度である「受験地が選択できた」および「第二志望まで選択できた」

を志望理由にあげているものはほとんどいない。しかし、自由記述欄においては、受験地が選択できたこ

とを歓迎する意見が多く書かれ、また、第二志望が選べたことにも好意的な意見が書かれている（ただし、

これについては反対の意見も多く見られる）。 

平成１９年度 Ｑ３ 志望した理由 

・全体として、「勉強したい課程・専攻がある」の割合が高い。ただし、「指導を受けたい教員がいた」に

ついては、岩見沢校を除いてほとんどなく、また「授業内容に関心があった」というものも多くはない。

実際の授業については、あまり知らずに専攻や課程で選んでいるということになる。 

・教員養成課程では、「教員になりたいから」という割合が高いが、札幌校だけは５割程度になっている。 

・今回もまた、「受験地が選択できた」及び「第二志望まで選択できた」を志望理由にあげているものはほ
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とんどいない。しかし、自由記述欄においては、受験地選択については「地元で受けられて良かった」、「少

し負担が軽くなった」など、第二志望に好いても「とても良い制度だと思う」などの歓迎する意見が多く

書かれている。志望の積極的な理由にはならないが、受験生には歓迎されている。 

 
 
別添資料１３ 「研究抄録－大学院教育学研究科修士論文－第 15 号」より 

 

● シャドーイングが与えるリスニング力向上の効果（教科教育専攻 英語教育専修） 

3．方法 

 被験者は公立中学校２年生９６名。実感群１としてシャドーイング指導群、統制群２としてリピーティ

ング指導群、統制群３としてリピーティング指導群の３クラスで比較実験をした。測定具として、ＳＴＥ

Ｐリスニングテスト〔５級・４級〕、英語数字記憶テスト、英語構音速度テストを行った。４月上旬から７

月下旬に、各クラスとも４月に、英検５級と４級のプレリスニングテストを行い、その３ヶ月後の７月に

ポストリスニングテストを行った。また、英語数字記憶テスト、英語構音速度テストも同様にプレテスト・

ポストテストを行った。 

 
●解決志向アプローチの教育現場での応用－小学校におけるＷＯＷＷプログラムの導入と教師との連携－ 
 （学校教育専攻 学校教育専修） 
2．研究の方法及び内容 
 本研究では、ＷＯＷＷプログラムをＡ小学校第４学年の１学級において実践した。実践の期間は２００

７年５月末から、間に夏休みをはさんで１２月までの約６ヶ月間である。その間学級に週２度のペースで

筆者が訪れて、ＷＯＷＷプログラムを実践した。その内容は、筆者が学級に入り、その中で起こっている

子どもたちのいいことを探し出し、それを帰りの学活で発表（フィードバック）し、子どもたちをほめる

（今プリ面とする）というものである。（以下略） 
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別添資料１４ 

 
平成１９年度 学長裁量経費（学術研究推進経費分） 審査基準 
 
①共同研究推進経費 

  １）研究成果が学会や大学での授業を含めた教育現場及び地域等へ還元されることが

期待できるものを評価する。 

  ２）公募文書で重点対象としたテーマに係る研究を重視する。 
  ３）代表者が同時に申請した他の研究計画が採択された者の計画は採択しない。 
  ４）個人研究によるものは採択しない。 
  ５）計画額が概ね 1,000 千円を越えるものは採択しない。ただし、そのうち本学中期

計画および年度計画を実施する上で特段の必要が認められるものは採択する。 
６）平成１６年度から１８年度の３ヵ年にかけて学術研究推進経費を採択され、か

つ、科学研究費補助金等の外部資金への申請や研究成果の公表等、採択の必須条

件とされた事項を満たさなかった者が申請した計画は採択しない。 

    

②若手教員研究支援経費 

１）平成１９年４月１日現在で３７歳以下の若手教員（附属学校園の教員は除く）が１

人で行う研究で，将来の発展が期待できる優れた着想並びに独創的発想による研究を

評価する。 
２）本研究を発展させて本年度に科学研究費補助金へ申請する予定のないものは採択し

ない。 
３）本年度に科学研究費の交付が決定されている者の計画は採択しない。  
４）代表者として同時に申請した他の研究計画が採択された者の計画は採択しない。 
５）計画額が概ね 500 千円を越えるものは採択しない。 

６）平成１６年度から１８年度の３ヵ年にかけて学術研究推進経費を採択され、か

つ、科学研究費補助金等の外部資金への申請や研究成果の公表等、採択の必須条件

とされた事項を満たさなかった者が申請した計画は採択しない。 

 

 ③個人研究支援経費 

 １）平成１９年４月１日現在で３８歳以上の大学教員（附属学校園の教員は除く）が１

人で行う研究で，近い将来の発展が期待できる優れた着想並びに独創的発想による

ものを評価する。 

 ２）本年度の科学研究費補助金申請に直結しない研究は採択しない。 

３）代表者として同時に申請した他の研究計画が採択された者の計画は採択しない。 

４）計画額が概ね 300 千円を越えるものは採択しない。 
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５）平成１６年度から１８年度の３ヵ年にかけて学術研究推進経費を採択され、か

つ、科学研究費補助金等の外部資金への申請や研究成果の公表等、採択の必須条

件とされた事項を満たさなかった者が申請した計画は採択しない。 
 
④研究推進重点設備費 

  １）講座又は研究グループ単位（特に理由のある場合については個人も可）で新たな

研究推進に必要だと認められる重点設備を評価する。 

  ２）本研究を発展させて本年度に科学研究費補助金へ申請する予定のないものは採択

しない。 
３）同時に申請した他の研究計画が採択された者の計画は採択しない。 

  ４）計画額が概ね 2,000 千円を越えるものは採択しない。 

  ５）平成１６年度から１８年度の３ヵ年にかけて学術研究推進経費を採択され、か

つ、科学研究費補助金等の外部資金への申請や研究成果の公表等、採択の必須条件

とされた事項を満たさなかった者が申請した計画は採択しない。 

 

⑤学会開催支援経費 

１）本学が中心となって開催される全道・全国レベルの学会及び研究会のうち，学界・

教育現場・地域等への貢献が期待されるものを対象とする。 
２）計画額が概ね 100 千円を越えるものは採択しない。 

  ３）平成１６年度から１８年度の３ヵ年にかけて学術研究推進経費を採択され、か

つ、科学研究費補助金等の外部資金への申請や研究成果の公表等、採択の必須条

件とされた事項を満たさなかった者が申請した計画は採択しない。 

 

 

 



北海道教育大学特別研究支援プログラム実施要項

制 定 平成19年２月22日

（趣旨）

第１ この要項は，北海道教育大学（以下「本学」という ）の教員が行う活動のう。

ち，国内外での高い評価が期待される研究，演奏及び作品の制作等を推進及び支援

するための特別研究支援プログラム（以下「プログラム」という ）に関し必要な。

事項を定める。

（要件）

， ，第２ プログラムの応募対象者は 本学の教員として４年以上継続して勤務しており

かつ，研究を終了する年度の３月31日現在で63歳以下の者とする。ただし，学長が

特別の事情があると認めるときは，この限りではない。

２ プログラムの支援対象は，次に掲げる評価が見込まれるものをいう。

(1) 国際的に権威のある賞の受賞

(2) 国際的に権威のある学術雑誌への論文の掲載

(3) 国際的若しくは全国的な演奏会，展覧会又は競技会での顕著な受賞，指導又は

審査等

(4) 本学を代表する優れた研究業績

(5) 学術図書（単著）の刊行

(6) その他前５号と同等の評価が期待される研究

（研究期間）

第３ 研究期間は１年以内とし，延長又は継続を認めない。

２ 研究期間終了後，プログラムにより再び研究できるのは５年後以降とする。

（支援内容）

第４ 学長は，研究を支援するため，当該プログラムの申請に対して100万円を上限

とする特別研究支援経費を支給することができる。

２ 学長は，採択された者が所属する部局の長から申請があった場合は，180時間を

上限として，採択された者が担当する授業の代替となる非常勤講師手当を措置する

ことができる。

（申請手続）

第５ プログラムに応募する者は，別に定める申請書その他選考に必要な資料を所属

する部局の長を経て学長に提出しなければならない。

（選考）

第６ 第５に定める資料により学術研究推進室が選考し，学長が決定する。

２ プログラムの選考結果は，公開するものとする。

（研究期間の短縮又は中止）

第７ 第６により採択された者が，研究期間を短縮又は中止する場合には，速やかに

その旨及び理由を学長に申請し，承認を受けなければならない。

２ 学長は，必要と認めたときは，研究を中断又は中止することができる。

（研究成果の公表等）

第８ 研究を行った者は，研究期間終了後１年以内に，その成果を国内外で公表しな

ければならない。

２ 公表された場合は，資料等を学長に提出しなければならない。

３ 研究を行った者は，研究期間終了後１月以内に，別に定める様式により研究報告

書を学長に提出しなければならない。

別添資料15
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４ 前３項に規定する公表及び提出を行わなかった場合は，研究期間終了の日から10

年間プログラムに応募することができない。

（終了後の勤務義務）

第９ 研究を行った者は，研究期間終了後２年間継続して本学に勤務しなければなら

ない。

（庶務）

第10 プログラムの実施に関する事務は，総務部企画課が行う。

（その他）

第11 この要項に定めるもののほか，プログラムの実施に関し必要な事項は，学術研

究推進室が定める。

附 則

この要項は，平成19年２月22日より施行する。

別添資料15
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国立大学法人北海道教育大学研究専念に関する実施要項

制 定 平成19年２月22日

（趣旨）

第１ この要項は，国立大学法人北海道教育大学教員研究専念規則（平成18年規則第

24号。以下「規則」という ）第11条の規定に基づき，教員の研究専念の実施に関。

し必要な事項を定める。

（原則）

第２ 教員は，原則として６年に１度短期研究専念しなければならない。

， 。２ 長期研究専念した教員は 当該研究専念した年度に短期研究専念した者とみなす

， 。３ 部局の長は 教員が円滑かつ有効に研究専念できるよう配慮しなければならない

（研究専念期間中の兼業）

第３ 研究専念期間中は，原則として兼業に従事してはならない。

（利用人数）

第４ 部局の長は，第２第１項で定める頻度で短期研究専念できるよう，現員の100

分の15に相当する人数を目安に許可を与えなければならない。ただし，特別な事情

がある場合はその限りではない。

（承認の方法）

第５ 部局の長は，第４により短期研究専念する許可を与えるに当たり，あらかじめ

順位を定めた書類（以下「候補者リスト」という ）を作成し，それに基づき許可。

を与えなければならない。

２ 候補者リストに氏名のある者が申請を行わなかった場合，その者の順位が抹消等

されることはない。

（科学研究費補助金）

第６ 研究専念期間が終了した教員は，直近の科学研究費補助金の申請を行わなけれ

ばならない。

（研究成果の公表等）

， ，第７ 規則第９条第２項に定める公表とは 学術雑誌及び学術図書等への掲載・刊行

公開の演奏会及び展覧会等への参加等による発表等をいう。

（利用の制限）

第８ 規則第９条第２項に定める公表又は第６で定める申請を行わなかった場合は，

研究専念期間が終了した日から10年間，研究専念を利用することができない。

（委員会等の取扱い）

第９ 部局の長は，委員会等の業務を免除するに当たって，あらかじめ代理又は後任

の者を選出する等，委員会等業務に支障が生じることがないよう配慮しなければな

らない。

２ 部局の長が特に必要があると認めるときは，規則第 条及び前項の規定にかかわ７

らず，委員会等に出席させることがある。

（雑則）

第10 その他必要な事項は，部局の長が別に定める。

附 則

この要項は，平成19年２月22日から施行する。

別添資料16
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平成１８年度 北海道地域教育連携フォーラム開催要項

１．主 催 北海道地域教育連携推進協議会

（北海道教育委員会、札幌市教育委員会、国立大学法人北海道教育大学）

２．テーマ 「子どもを育てる地域ネットワークづくり」

３．趣 旨

北海道地域教育連携推進協議会では、相互連携の事業として、地域貢献推進プロジェクトをはじめ、地

域教育に関する各種事業を展開しています。北海道地域教育連携フォーラムは、各事業の報告等を行い、

地域教育連携事業について広く市民に理解していただくとともに、大学と教育委員会との相互連携をさら

に深め、現代の教育ニーズに応える活動を一層推進することを目的としています。

４．会 場

ホテルライフォート札幌（札幌市中央区南１０条西１丁目）２階 ライフォートホールⅢ

５．日 程

平成１９年１月２６日（金）１３：００～１７：００

12:30

受 付

13:00

：北海道教育大学長 村 山 紀 昭挨 拶

北海道教育委員会教育長 吉 田 洋 一（予定）

札幌市教育委員会教育長 松 平 英 明（予定）

13:15

基調講演

講 師：道下 俊一 氏（浜中町名誉町民）

演 題： 津波が変えた私の人生～地域とのかかわり～」「

14:15

事業報告

１．平成１８年度地域連携推進事業の取り組みについて

２．北海道教育大学「チャレンジプロジェクト’０６」について

14:45

休憩

14:55

シンポジウム

テーマ： 子どもを育てる地域ネットワークづくり」「

コーディネーター：林 美香子 氏（フリーキャスター）

パネリスト：岡田 早苗 氏（厚岸町立厚岸情報館主幹）

得能 敏宏 氏（恵庭市青少年研修センター社会教育主事）

小澤 光之 氏（札幌市白石区北都町内会青年部部長）

村田 ナホ 氏（食育・料理研究家）

須藤 由司 氏（北海道教育大学附属養護学校副校長）

16:55

北海道教育大学理事挨 拶

17:00

別添資料18
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※
各
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
数
字
は
、
裏
面
「
平
成
1
9
年
度
　
地
域
貢
献
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
一
覧
」
と
一
致
し
て
い
ま
す
。

北
　
海
　
道
　
教
　
育
　
の
　
充
　
実
　
・
　
発
　
展

・
１
０
年
経
験
者
研
修

・
現
職
教
員
等
公
開
講
座

・
学
校
栄
養
職
員
講
習

・
起
業
家
教
育
に
関
す
る
教
員
研
修

・
学
校
図
書
館
司
書
教
諭
講
習

・
道
徳
教
育
連
携
事
業

・
S
C
O
P
E
委
託
事
業
（
小
学
校
英
語
活
動
関
係
）

・
教
員
研
修
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
ｶ
ﾘ
ｷ
ｭ
ﾗ
ﾑ
開
発
ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ

・
ス
ク
ー
ル
ア
シ
ス
タ
ン
ト
テ
ィ
ー
チ
ャ
ー
（
S
A
T
）

・
放
課
後
チ
ュ
ー
タ
ー
配
置
事
業

・
教
養
選
択
科
目
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
実
践
Ⅰ
・
Ⅱ
」

・
学
校
教
育
支
援
活
動
，
学
力
向
上
支
援
活
動

・
高
大
連
携
事
業

・
一
般
公
開
講
座

・
授
業
公
開
講
座

・
社
会
教
育
主
事
講
習

・
大
学
出
前
講
座

・
大
学
教
員
に
よ
る
地
域
の
生
涯
学
習
支
援

　

・
北
海
道
教
育
委
員
会
及
び
札
幌
市
教
育

　
委
員
会
と
北
海
道
教
育
大
学
と
の
人
事

　
交
流
等
に
関
す
る
協
定

人
事
交
流

生
涯
学
習
支
援

学
校
支
援

平
成
１
９
年
度
地
域
貢
献
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

共
同
研
究

現
職
教
員
研
修
支
援

北
海
道
地
域
教
育
連
携
推
進
協
議
会

・
防
災
教
育
指
導
者
養
成

・
移
動
美
術
展

・
吹
奏
楽
地
域
指
導
者
養
成

・
町
民
健
康
づ
く
り

・
地
域
文
化
財
の
ﾃ
ﾞｼ
ﾞﾀ
ﾙ
ｱ
ｰ
ｶ
ﾌ
ﾞｽ
化

地
域
・
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
振
興

平
成
１
９
年
度
　
地
 域
 教
 育
 連
 携
 事
 業

　 ・
「
へ
き
地
・
小
規
模
校
教
育
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発
」
（
特
色
G
P
　
H
1
7
～
H
2
0
）

・
「
現
職
教
員
の
高
度
実
践
構
想
力
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
（
大
学
院
改
革
G
P
　
H
1
9
～
H
2
1
）

・
「
持
続
可
能
な
社
会
実
現
へ
の
地
域
融
合
キ
ャ
ン
パ
ス
」
（
現
代
G
P
　
H
1
9
～
H
2
1
）

札
幌
市
教
育
委
員
会

北
海
道
教
育
大
学

北
海
道
教
育
委
員
会

札
幌
市
、
函
館
市
、
旭
川
市
、
釧
路
市
、
岩
見
沢
市
、

根
室
市
、
三
笠
市

枝
幸
町
、
中
頓
別
町
、
浜
頓
別
町
、
美
深
町
、
釧
路

町
、
厚
岸
町
、
標
茶
町
、
標
津
町
、
別
海
町
、
鹿
追

町
、
中
標
津
町
、
白
糠
町

各
種
団
体
と
の
協
力
協
定

道
内
自
治
体
と
の
協
力
協
定
（
７
市
1
2
町
）

　 〈
協
力
協
定
型
：
自
治
体
と
の
協
力
協
定
に
基
づ
き
、
北
海
道
教
育
大
学
の
キ
ャ
ン
パ
ス
単

位
で
取
り
組
む
事
業
〉

　
平
成
1
9
年
度
地
域
貢
献
推
進
事
業
　
②
、
④
、
⑥
、
⑦
、
⑧
、
⑩
参
照

　 〈
公
募
型
：
北
海
道
教
育
大
学
内
で
個
人
又
は
グ
ル
ー
プ
単
位
で
取
り
組
む
事
業
と
し
て
公

募
〉
　
平
成
1
9
年
度
地
域
貢
献
推
進
事
業
　
①
、
③
、
⑤
、
⑨
、
⑪
、
⑫
、
⑬
、
⑭
、
⑮
、
⑯
、
⑰

参
照

道
立
近
代
美
術
館

北
海
道
開
拓
の
村

札
幌
交
響
楽
団

北
海
道
ﾌ
ｯ
ﾄﾎ
ﾞｰ
ﾙ
ｸ
ﾗ
ﾌ
ﾞ

J
IC
E

北
洋
銀
行

電
通
北
海
道

読
売
新
聞
北
海
道
支
社

北
海
道
文
化
財
団

大
学
教
育
改
革
の
支
援
（
Ｇ
Ｐ
）
の
状
況
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備
考

①
公
募
型

②
協
力
協
定

型

③
公
募
型

④
協
力
協
定

型

⑤
公
募
型

⑥
協
力
協
定

型

⑦
協
力
協
定

型

⑧
協
力
協
定

型

⑨
公
募
型

⑩
協
力
協
定

型

⑪
公
募
型

⑫
公
募
型

⑬
公
募
型

⑭
公
募
型

⑮
公
募
型

⑯
公
募
型

⑰
公
募
型

北
村
健
康
ラ
イ
フ
セ
ミ
ナ
ー
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

平
成
1
9
年
1
2
月
よ
り
、
岩
見
沢
市
北
村
に
お
い
て
、
健
康
教
室
が
実
施
さ
れ
る
。
そ
の
教
室
の
中
で
の
運
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
計

画
、
立
案
、
評
価
等
の
部
分
な
ら
び
に
一
部
の
血
液
生
化
学
検
査
指
標
に
つ
い
て
の
評
価
、
効
果
測
定
を
行
う
。

岩
見
沢
校

岩
見
沢
校

岩
見
沢
少
年
剣
道
教
室
「
探
剣
倶
楽
部
」

岩
見
沢
校
と
岩
見
沢
剣
道
連
盟
が
岩
見
沢
市
内
の
小
中
学
生
を
対
象
に
し
た
剣
道
教
室
を
開
設
す
る
。

①
専
門
の
小
児
科
医
の
講
演
、
②
専
門
の
歯
科
医
の
講
演
、
③
子
ど
も
に
対
す
る
音
楽
の
与
え
る
影
響
、
こ
れ
ら
を
セ
ミ
ナ
ー
形

式
で
融
合
し
、
一
般
市
民
に
対
し
て
多
角
的
に
子
ど
も
の
教
育
に
つ
い
て
考
え
る
。

岩
見
沢
校

北
海
道
教
育
大
学
オ
ペ
ラ
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
V
o
l.３
（
岩
見
沢
）

岩
見
沢
市
・
北
海
道
教
育
大
学
岩
見
沢
校
芸
術
課
程
音
楽
コ
ー
ス

地
域
連
携
事
業

大
学
と
地
域
の
連
携
に
よ
る
市
民
オ
ペ
ラ
創
設
の
た
め
の
基
礎
訓
練
と
、
広
く
市
民
に
オ
ペ
ラ
活
動
の
意
義
を
問
う
た
め
の
聴
講

形
式
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
行
う
。

岩
見
沢
校

岩
見
沢
市
と
教
育
大
学
が
締
結
し
た
協
定
内
容
に
従
い
、
芸
術
課
程
音
楽
コ
ー
ス
が
、
岩
見
沢
市
民
の
芸
術
文
化
に
貢
献
す
る

た
め
に
、
グ
リ
ー
ン
ヒ
ル
ズ
コ
ン
サ
ー
ト
、
レ
ク
チ
ャ
ー
コ
ン
サ
ー
ト
を
そ
れ
ぞ
れ
２
回
開
催
す
る
。

岩
見
沢
校

北
海
道
教
育
大
学
岩
見
沢
校
・
岩
見
沢
市
・
空
知
サ
ッ
カ
ー
協
会

地
域
連
携
事
業

空
知
地
区
サ
ッ
カ
ー
協
会
が
協
力
し
、
北
海
道
教
育
大
学
学
長
杯
中
学
１
年
生
リ
ー
グ
、
岩
教
大
ワ
イ
ド
ト
レ
セ
ン
・
U
-
1
5
合
同
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
開

催
す
る
こ
と
で
、
サ
ッ
カ
ー
プ
レ
ー
ヤ
ー
と
し
て
の
技
術
、
戦
術
さ
ら
に
審
判
技
術
の
指
導
を
行
い
な
が
ら
、
ト
ー
タ
ル
な
サ
ッ
カ
ー
プ
レ
ー
ヤ
ー
の
育

成
を
図
る
。

岩
見
沢
校

道
東
地
域
に
お
け
る
学
生
自
ら
の
企
画
・
立
案
を
踏
ま
え
た
出
張
型
の
科
学
実
験
教
室
の
開
催
を
行
う
。
地
域
学
校
教
育
専
攻
授
業
開

発
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
研
究
室
と
学
校
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
専
攻
理
科
グ
ル
ー
プ
に
属
す
る
研
究
室
の
共
同
連
携
事
業
と
な
る
。

釧
路
校

相
互
協
定
に
基
づ
く
地
方
自
治
体
と
の
連
携
事
業

①
岩
見
沢
市
と
の
協
力
協
定
に
基
づ
き
、
大
学
が
行
う
地
域
連
携
活
動
の
情
報
発
信
を
行
う
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
。
②
美
深
町

と
の
協
力
協
定
に
基
づ
き
、
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
地
域
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
醸
成
を
目
指
し
た
活
動
を
行
う
。

岩
見
沢
校

道
東
地
域
に
お
け
る
学
生
主
体
の
出
張
型
科
学
実
験
教
室
の
開
催

根
室
市
と
の
相
互
協
力
協
定
書
に
沿
っ
て
始
め
ら
れ
た
連
携
事
業
で
、
吹
奏
楽
講
座
を
実
施
し
て
き
た
。
今
年
度
は
こ
れ
を
引
き

続
き
発
展
さ
せ
、
内
容
の
充
実
を
図
る
。

釧
路
校

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
へ
の
誘
い

相
互
協
力
協
定
を
結
ん
で
い
る
釧
路
と
岩
見
沢
に
お
い
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
音
楽
を
鑑
賞
し
な
が
ら
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
思
想
や
風
土
に
つ
い
て

の
講
演
を
聴
く
、
そ
う
い
う
機
会
を
提
供
す
る
こ
と
で
、
釧
路
・
岩
見
沢
市
民
の
知
的
・
芸
術
的
要
求
に
幾
分
か
応
え
、
も
っ
て
地
域
に
貢
献

す
る
。

釧
路
校

道
東
の
学
校
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
～
吹
奏
楽
講
座
ｉｎ
根
室
2
0
0
7
～

上
川
技
術
・
家
庭
科
研
究
会
お
よ
び
技
能
士
会
と
の
連
携
の
も
と
で
、
こ
れ
ま
で
培
っ
て
き
た
も
の
づ
く
り
学
習
お
よ
び
指
導
支
援
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
最
終
段
階
と
し
て
、
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
会
の
開
催
、
さ
ら
に
そ
の
研
修
内
容
の
情
報
共
有
の
た
め
の
体
制
の
確
立
お
よ
び
充

実
を
目
指
す
。

旭
川
校

相
互
協
力
協
定
に
基
づ
く
「
弟
子
屈
教
育
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

弟
子
屈
町
と
の
相
互
協
力
協
定
に
基
づ
き
、
総
合
的
な
地
域
教
育
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す
る
。
①
相
互
協
力
協
定
に
基
づ
く
自
治

体
・
教
育
委
員
会
と
の
共
同
調
査
・
共
同
研
究
、
②
学
校
現
場
で
の
参
与
観
察
・
学
校
支
援
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
体
験
等
を
通
じ
た
、
学
生
の
教

員
と
し
て
の
資
質
向
上
、
等

釧
路
校

上
川
地
区
に
お
け
る
「
も
の
づ
く
り
教
育
」
の
た
め
の
教
師
支
援
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

①
本
校
や
附
属
学
校
園
を
中
心
と
し
た
函
館
地
域
の
教
職
員
へ
の
専
門
性
の
向
上
の
た
め
の
研
修
事
業
、
②
函
館
以
外
の
本
校
の
実

践
研
究
成
果
の
還
元
と
専
門
性
の
向
上
を
目
指
し
た
研
修
事
業
、
を
企
画
推
進
し
、
北
海
道
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育
の
実
践
的
な
セ

ン
タ
ー
的
役
割
の
推
進
を
図
る
。

函
館
校
（
附
属
特
別
支

援
学
校
）

学
校
・
地
域
教
育
に
対
す
る
学
生
ﾎ
ﾞﾗ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ
派
遣
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
事
業

旭
川
キ
ャ
ン
パ
ス
の
学
生
を
、
相
互
協
力
協
定
を
締
結
し
て
い
る
自
治
体
等
に
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
と
し
て
派
遣
す
る
。

旭
川
校

『
特
別
支
援
教
育
を
支
え
る
専
門
性
の
向
上
に
向
け
た
研
修
事
業
』

そ
の
３

札
幌
市
民
の
防
災
対
応
力
の
向
上
に
向
け
て

札
幌
及
び
近
郊
に
住
む
住
民
や
行
政
職
員
、
さ
ら
に
学
生
を
対
象
に
、
避
難
所
運
営
に
大
き
く
か
か
わ
る
問
題
の
一
つ
で
あ
る

「
避
難
所
に
お
け
る
ト
イ
レ
問
題
（
仮
称
）
」
と
題
す
る
講
演
会
を
開
催
し
、
地
域
住
民
の
防
災
対
応
力
の
向
上
を
図
る
。

札
幌
校

事
業
名

平
成
1
9
年
度
　
地
域
貢
献
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
一
覧

現
職
教
員
に
対
す
る
高
度
地
域
貢
献
支
援
シ
ス
テ
ム
の
構
築
事
業

学
校
臨
床
心
理
専
攻
が
積
み
上
げ
て
き
た
教
育
研
究
活
動
の
成
果
を
地
域
社
会
へ
積
極
的
に
還
元
し
、
さ
ら
に
、
地
域
の
学
校

と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
さ
ら
に
強
固
に
す
る
実
用
性
の
高
い
地
域
貢
献
推
進
事
業
を
展
開
す
る
。

大
学
院
教
育
学
研
究
科

学
校
臨
床
心
理
専
攻

「
音
楽
を
聴
き
な
が
ら
、
子
ど
も
の
教
育
を
考
え
る
セ
ミ
ナ
ー
」

事
業
概
要

キ
ャ
ン
パ
ス
等

函
館
市
と
の
連
携
に
よ
る
大
学
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ
（
ｺ
ﾝ
ｿ
ｰ
ｼ
ｱ
ﾑ
）
の
設
立

昨
年
度
設
置
し
た
地
域
連
携
セ
ン
タ
ー
は
、
函
館
市
及
び
市
内
８
高
等
教
育
機
関
と
の
間
で
、
大
学
セ
ン
タ
ー
と
の
連
携
体
制
を
整
備

し
、
中
核
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
今
年
度
は
、
地
域
連
携
セ
ン
タ
ー
独
自
事
業
と
し
て
、
教
員
の
研
究
紹
介
、
市
民
向
け
講
演
内
容

を
紹
介
す
る
市
民
向
け
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成
等
の
事
業
を
通
し
て
、
地
域
連
携
の
核
と
し
て
の
活
動
を
進
め
る
。

函
館
校

資料19
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別添資料20

年度 地域貢献推進プロジェクト名

北国の人育ち，まち育ち，地域づくり

防災（防犯）まちづくりへの子ども参画プログラムの構築に向けて

公民館との協働による，子どもの居場所づくり形成に向けた調査研究事業

小・中学校における授業・教育相談等実践支援プロジェクト

北海道ふれあいサマースクール事業の準備と調査プロジェクト

南宗谷地域教育連携ネットワーク事業

地域に根ざした教育プロジェクト開発と連携

拓北・あいの里地区における小・中・高・大学間連携および学校地域間連携推進事業

アートキャラバン2004 in 知内

函館アカデミックフォーラム2004推進事業

「全国中学生ものづくり競技大会」の北海道地区実施体制の確立と地区大会実施

地域貢献及び環境教育のためのビオトープ造成

吹奏楽指導法講座in根室

標茶町健康づくりプロジェクト

雪と星に関する教育実践総合センター・附属札幌小学校共同教育実践事業

保護者が子どもと一緒に考えるための情報モラル・ネチケット

社会教育主事講習の改革・改善のための研究プロジェクト

自主学習及び情報活用スキル支援と電子ポートフオリオ活用の実践的研究

函館校地域連携プロジェクト　①函館市との連携による大学センター（コンソーシアム）の設立

函館校地域連携プロジェクト　②函館アカデミックフォーラム２００５推進事業

学校・地域教育に対する学生ボランティア派遣モデル事業

釧路管内特別支援教育における情報教育に関する基本実験

ＡＲＴＣＩＴＹ／アートマネージメントによる地域活性プロジェクト

周辺学校への留学生派遣事業の展開と国際理解教育推進プロジェクト

特別支援教育を支える専門性の向上にむけた研修事業

ものづくり学習および指導支援プロジェクト

Hokkai Do Sport（道・スポーツ）構想にむけた道・スポーツクラブ活動（仮称：Sport It）の展開および
普及・発展

小・中学校における授業改善、特別支援教育等実践支援プロジェクト

ピアノコンサートつき子育て支援セミナー「子どもの『こころ・からだ』と育ち」

岩教大サッカーカレッジ北海道教育大学学長杯中学１年リーグ

保護者が子どもと一緒に考える情報モラル教室

社会教育主事講習の改革・改善のための研究プロジェクト２

災害図上訓練「ＤＩＧ」の指導者養成プログラム

地域健康づくり指導者養成プロジェクト

教育情報支援コンソーシアム

北海道教育大学５キャンパス音楽講座合同コンサート

「北海道スタディズ」のテキストつくり

16

17
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別添資料20

年度 地域貢献推進プロジェクト名

函館市との連携による大学センター（コンソーシアム）の設立

函館市高龍寺（函館）所蔵、近世以前の書画資料のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ作成

「特別支援教育を支える専門性の向上に向けた研修事業」その２

小・中学校における授業・教育相談等実践支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

学校・地域教育に対する学生ボランティア派遣モデル事業

ものづくり学習における教師のための指導支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

道東の学校教育支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　①地域学校支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ派遣ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業

道東の学校教育支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　②根室管内におけるオープンソフトウエア（OSS）を用いた情報教育

道東の学校教育支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　③吹奏楽講座in根室２００６

学生主体の企画・立案を踏まえての道東地域での科学実験教室の開催

相互協力協定に基づく「美深ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」

芸術による地域支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ｽﾎﾟｰﾂ支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによる地域の活性化

ビギナーのためのバレーボールスクール

岩教大サッカーカレッジ　北海道教育大学学長杯中学１年リーグ

北海道教育大学オペラワークショップVol.2（岩見沢）

ﾓｰﾂｧﾙﾄ生誕250周年記念ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（展示・講演・試演・映像）

社会教育施設におけるアウトリーチ活動支援のボランティア養成講座の開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

北海道教育大学の地域連携・貢献に関する新聞記事等の目録・書誌DBの構築と利活用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

札幌市民の防災対応力の向上に向けて

函館市との連携による大学センター（コンソーシアム）の設立（３年目申請）

『特別支援教育を支える専門性の向上に向けた研修事業』その３

学校・地域教育に対する学生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ派遣ﾓﾃﾞﾙ事業

上川地区における「ものづくり教育」のための教師支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

相互協力協定に基づく「弟子屈教育ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」

道東の学校支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　～吹奏楽講座in根室2007～

ﾖｰﾛｯﾊﾟへの誘い

道東地域における学生主体の出張型科学実験教室の開催

相互協定に基づく地方自治体との連携事業

岩見沢市・北海道教育大学岩見沢校芸術課程音楽ｺｰｽ　地域提携事業

北海道教育大学岩見沢校・岩見沢市・空知サッカー協会　地域連携事業

北海道教育大学ｵﾍﾟﾗﾜｰｸｼｮｯﾌﾟVol.3（岩見沢）

岩見沢少年剣道教室「探剣倶楽部」

「音楽を聴きながら、子どもの教育を考えるｾﾐﾅｰ」

北村健康ﾗｲﾌｾﾐﾅｰ連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

現職教員に対する高度地域貢献支援システムの構築事業
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